
公立大学法人滋賀県立大学不服申立規程 

平 成  １ ８  年 ４ 月 １ 日 

公立大学法人滋賀県立大学規程第２６号 

（目的） 

第１条 この規程は、公立大学法人滋賀県立大学職員就業規則（以下「職員就業規則」

という。）第２７条（職員就業規則第４６条第２項により準用する場合を含む。）、公

立大学法人滋賀県立大学特任職員就業規則（以下「特任職員就業規則」という。）第

１７条（特任職員就業規則第５２条第２項により準用する場合を含む。）、公立大学法

人滋賀県立大学契約職員就業規則（以下「契約職員就業規則」という。）第１３条（契

約職員就業規則第５６条第２項により準用する場合を含む。）、公立大学法人滋賀県立

大学無期転換契約職員就業規則（以下「無期転換契約職員就業規則」という。）第 

２０条（無期転換契約職員就業規則第６７条第２項により準用する場合を含む。）、公

立大学法人滋賀県立大学非常勤職員就業規則（以下「非常勤職員就業規則」という。）

第１３条（非常勤職員就業規則第３１条第２項により準用する場合を含む。）および

公立大学法人滋賀県立大学職員休職規程第５条の規定により職員の懲戒その他その

意に反する不利益な処分（以下「処分」という。）に関する不服申立ての手続きにつ

いて必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程において職員とは、職員就業規則、特任職員就業規則、契約職員就業

規則、無期転換契約職員就業規則または非常勤職員就業規則の適用を受けるすべての

者をいう。 

（不服申立て) 

第３条 処分を受けた職員は、処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日

以内に、理事長に対して不服申立書（別記様式第１号）により不服申立てをすること

ができる。 

２ 前項の不服申立書には、処分説明書の写しを添付しなければならない。ただし、処

分説明書が交付されなかったときは、この限りでない。 

３ 不服申立ては、代理人によってすることができる。この場合は不服申立書に掲げる

事項のほか、不服申立てを行う代理人の氏名、住所および職または職業を記載し、不

服申立てをする者（以下「不服申立人」という。）の記名押印に代えて当該代理人が

記名押印するとともに、委任状(別記様式第２号)を添付してその資格を証明しなけれ

ばならない。 



４ 不服申立書の記載事項に変更を生じた場合には、不服申立人は遅滞なく不服申立書

記載事項変更届(別記様式第３号)を理事長に提出しなければならない。 

（不服申立ての受理および却下) 

第４条 理事長は、不服申立書が提出されたときは、その記載事項、添付書類、処分の

内容、不服申立人の資格、不服申立ての期限等について調査し、その結果により、不

服申立てを受理し、または却下するものとする。 

２ 前項の規定による調査の結果、不服申立書に不備があると認められるときは、理事

長は、相当の期間を定めて不服申立人にその補正を命ずることができる。ただし、不

備が軽微であって、事案の内容に影響がないと認められるときは、理事長は職権でこ

れを補正することができる。 

３ 理事長は、不服申立てが次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、これを却

下するものとする。 

（１）不服申立てをすることができない者によって不服申立てがされたとき。

（２）処分に該当しないことが明らかな事実についてされたとき。

（３）処分があった日の翌日から起算して１年経過後にされたとき。

（４）不服申立てをすることにつき法律上の利益がないことが明らかな者によってされ

たとき。 

（５）前項の規定による補正命令に従わなかつたとき。

（６）前各号に掲げるもののほか、不適法にされた不服申立てで不備が補正できないと

き。 

４ 理事長は、第１項の規定により不服申立てを受理したとき、または却下したときは、

その旨を不服申立人に通知するものとする。 

（受理後の却下) 

第５条 理事長は、前条第１項の規定により受理した不服申立てが、同条第３項の規定

により却下すべきものであったことが明らかになったときは、当該不服申立てを却下

するものとする。 

（不服申立ての取下げ) 

第６条 不服申立人は、不服審査委員会の決定があるまでは、いつでも不服申立ての全

部または一部を取り下げることができる。 

２ 不服申立ての取下げは、不服申立取下書(別記様式第４号)を理事長に提出しなけれ

ばならない。 

３ 不服申立てが取り下げられたときは、その不服申立ての部分については、初めから

係属しなかつたものとみなす。 



 

（不服審査委員会) 

第７条 理事長は、職員から不服申立があった場合は、速やかに不服審査委員会を設置

しなければならない。 

２ 不服審査委員会は、次の各号に掲げる者７名以内で構成する。 

（１）役員の中から２名 

（２）研究院長から若干名 

（３）その他理事長が指名する者 

３ 不服審査委員会が必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、助言等を

行うための特別委員を置くことができる。 

４ 前項の特別委員は、弁護士をもって充てる。 

 

（不服審査委員会の責務および権限） 

第８条 不服審査委員会は、公平性、中立性を維持し、その審理を行わなければならな

い。 

２ 不服審査委員会は、審理にあたっては、不服申立人またはその代理人に十分な反論

の機会を与えなければならない。 

３ 不服審査委員会は、必要があると認めるときは、不服申立人またはその代理人の出

頭を求めて調査することができる。 

４ 不服審査委員会は、審理、調査の結果に基づき、審査決定書を作成し、理事長に報

告しなければならない。 

５ 前各項に定めるものの他、不服審査委員会に関する事項は、理事長の承認を得て不

服審査委員会が定める。 

 

（審査結果に基づく措置) 

第９条 理事長は、前条の審査結果の報告を受けた場合は、処分の再審査を懲戒等審査

委員会に付議するものとする。 

２ 懲戒等審査委員会における再審査の手続きについては、公立大学法人滋賀県立大学

職員の懲戒等の審査手続きに関する規程の規定を準用する。 

３ 理事長は、前項に規定する再審査の結果を速やかに不服申立人に書面で通知するも

のとする。 

 

付 則 

この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

付 則 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 



付 則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。（第１条、第２条関係） 

付 則 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。（第７条関係） 




